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1. はじめに 

 鋼部材の疲労き裂の防止策として，溶接部を打撃

し，圧縮応力を導入するハンマーピーニング処理(以

下，HP 処理)が提案されている．HP 処理は，数多く

の室内実験により疲労強度向上効果は明らかにされ

ているが，HP 処理時の疲労限は定量的に評価できて

いない．したがって，実橋梁に HP 処理を施工したと

きに，き裂が発生するかしないかを判断する簡易な

方法がない． 

 そこで本研究では，溶接部近傍の母材に打撃する

ICR 処理を準用した HP 処理(図-1)に着目し，その疲

労限を，圧縮残留応力を考慮した応力拡大係数(Kn)に

よって定量的に評価することを目的とする． 

2. 疲労試験概要 

本研究では，板曲げ疲労試験および引張疲労試験

を行い，HP 処理時の疲労限を明らかにした．試験に

用いた試験体を図-2 に示す．HP 処理は無荷重条件下

で施工した．試験要因は表-1 に示すとおりである．

AW は溶接したまま，P は HP 処理を施工した試験体

を表している． 

3. 疲労試験結果 

疲労試験結果を図-3，4 に示す．図-3 からわかるよ

うに，曲げ試験，応力比 0 では応力範囲 230N/mm2で

もき裂が発生しなかった．応力比 0.25 では応力範囲

180N/mm2で，応力比 0.5 では応力範囲 150N/mm2で

それぞれき裂が発生した． 

図-4 からわかるように，応力比 0 で実施した引張

試験では，応力範囲 160N/mm2でき裂が発生した． 

4. 圧縮残留応力を考慮した応力拡大係数 Kn 

(a) Knの概念 

 本研究では，溶接止端に微小な初期き裂を仮定し，

初期き裂が進展することを「き裂の発生」とする．き

裂の進展速度は応力拡大係数に依存し，応力拡大係

数範囲 ΔK が下限界応力拡大係数範囲 ΔKth より小さ

い場合にき裂が停滞すると考える．  

 

図-1 ICR処理を準用したHP処理 

 

 

(a) 曲げ試験体 

 
(b) 引張試験体 

図-2 試験体 

 

表-1 曲げ疲労試験の試験要因 

試験体名 HP 処理 応力比 

AW(R=0) 無 0 

P(R=0) 有 0 

P(R=0.25) 有 0.25 

P(R=0.5) 有 0.5 

 

 
図-3 曲げ疲労試験の結果 
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 図-5 に溶接止端部の応力状態の概要図を示す．HP

処理後は溶接止端部には圧縮応力が残留する(図-5

左)．HP 処理後，繰返し荷重が作用すると，溶接止端

には作用荷重に起因する弾性応力が作用する(図-5

右)．作用応力が応力比 0 以上で，溶接部近傍の応力

が引張の降伏応力に達しない場合，溶接部近傍の応

力状態は，図-5 左の状態と図-5 右の状態の足し合わ

せとなる． 

 そこで，圧縮残留応力を考慮した応力拡大係数 Kn

は次式で算出した． 

 resload KKKn   (1) 

 aFK load  (2) 
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dx
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ここで，Kload は作用荷重に起因する応力拡大係数，

KresはHP処理による圧縮残留応力に起因する応力拡

大係数，F は補正係数，a は初期き裂長(=0.1mm)，σ

は作用応力，σresは HP 処理後の残留応力である．今

回，σresは X 線残留応力計測器による試験体表面の残

留応力の計測値を用いた． 

 また，圧縮残留応力を考慮した応力拡大係数範囲

ΔKnは，次式で算出した．Kn,max，Kn,minはそれぞれ繰

返し載荷の最大応力･最小応力時の Kn を表し，Kn,min

が負の値の場合はき裂が閉口し，き裂の進展に寄与

しないことを意味している． 

  (4) 

(b) ΔKnによるき裂発生条件の定量的評価 

 疲労試験で求めた疲労限と ΔKn の計算値の比較を

表-2，3 に示す．表-2，3 では，き裂が発生した試験

体を赤字で示している．また，ΔKn 算出時の σres は，

曲げ試験体で-190N/mm2，引張試験体で-149N/mm2で

ある．表-2 からわかるように，曲げ試験体では，応

力比に関わらず，ΔKn が 130N/mm3/2 以上になると，

き裂が発生した．引張試験体でも，ΔKnが 125N/mm3/2

以上になると，き裂が発生した．このように，載荷形

態や応力比に関わらず，ΔKnの指標を用いると，統一

的に疲労限を評価できる可能性が示唆された．また，

この値は溶接ままの鋼板の下限界応力拡大係数範囲

ΔKth=76N/mm3/2よりも大きな値となった．これは HP

処理によって初期き裂近傍が加工硬化したことが少

なからず影響していると考えられる． 

5. まとめ 

 本研究では，HP 処理による疲労限向上効果を定量

的に評価するために，板曲げ疲労試験と引張疲労試

験を行い，その結果を圧縮残留応力の影響を考慮し

た応力拡大係数 Knを用いて評価した．その結果，圧

縮残留応力を考慮した応力拡大係数範囲 ΔKn によっ

て，荷重条件に関わらず，ΔKnの閾値を用いて疲労限

を評価できる可能性が示唆された． 

 

 

図-4 引張疲労試験の結果 

 

 

図-5 き裂部に作用する応力  

 

表-2 曲げ疲労試験結果とΔKn(赤字はき裂発生) 

応力比 
応力範囲
(N/mm2) 

ΔKn (N/mm3/2) 

0 230 123 

0.25 157 103 

0.25 186 141 

0.5 125 122 

0.5 149 146 

 

表-3 引張疲労試験結果とΔKn(赤字はき裂発生) 

応力比 
応力範囲
(N/mm2) 

ΔKn  

(N/mm3/2) 

0 120 114 

0 150 125 
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